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人の交通行動をモデル化した「需要予測モデル」により、鉄軌道の利用者数の推計を行う。

需要予測モデルは内閣府が構築したモデル注を活用する。
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将来の人口等
将来の交通ネットワーク

（道路、バス路線、ゆいレール、鉄軌道）

需要予測

（内閣府の需要予測モデルを活用）

需要予測の結果

（どこからどこへ、何の目的で、どの交通手段で、何人が移動するか）

条件設定

解析

結果

注）平成29年度 「沖縄における鉄軌道をはじめとする新たな公共交通システム導入課題詳細調査」（内閣府）で
構築されたモデル

１ 需要予測の流れ



ａ．発生・集中交通量の予測（第１段階）
地域区分ごとに発生する交通量、集中する交通量を予測する。

ｂ．分布交通量の予測（第２段階）
地域区分ごとに発生した交通量がどの地域を目的地とするか、集中した交通が
どの地域を出発したかを予測する。

ｃ．手段別交通量の予測（第３段階）
分布交通量予測で得られた各地域間の将来の交通において、利用者がどの交
通機関を利用するかを交通機関別の時間、費用等のサービス、個人属性等を考
慮した非集計行動モデルによって予測する。

ｄ．配分交通量の予測（第４段階）

手段別交通量予測で得られた将来の鉄軌道利用者が具体的にどの路線を利用
するかを鉄道経路別の所要時間、費用、混雑率等の要素を考慮した非集計行動
モデルによって予測する。
※本検討では複数の鉄軌道路線がないため、ｃ．（第３段階）までの予測とする。
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将来の交通需要は、4段階推定法に基づき、各段階に分けて予測を行う。

参考：4段階推定法の概要



設定条件

R1年度検討

構想段階検討(H26～29)鉄軌道を導入した場合
（With）

鉄軌道を
導入

しない場合
（Without）

予測年次 ○2030年（令和12年） 同左 同左

将来人口
フレーム

○将来推計人口
・人口研H30公表値（H27国勢調査に基づく）
（本島将来人口2030年:135万人）

○将来開発プロジェクト
・各地域における既存の開発計画を反映
・返還予定の駐留軍用地については、中南部都市
圏駐留軍用地跡地利用広域構想（H25.1）の内
容を反映

同左 ○将来推計人口
・人口研H25公表値（H22国勢調査に基づく）
（本島将来人口2030年:129万人）

○将来開発プロジェクト
・検討時における既存の開発計画及び
中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広
域構想の内容を反映

将来の
観光需要

○入域観光客数：1,400万人及び1,350万人を設定
（H30年度までの過去10～20年間トレンドか
ら設定）

併せて、沖縄観光推進ロードマップの2021年度
目標値1,200万人についても参考値として設定

※需要予測及び便益については、上記で設定する
入域観光客数の内、日本人及び外国人の空路客
のみを反映

同左 ○入域観光客数：1,000万人を設定
（H26年度までの実績を踏まえ、過去
10年間トレンドから設定）
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２ 前提条件
2-1 諸条件の設定



前提条件

R1年度検討

構想段階検討(H26～29)鉄軌道を導入した場合
（With）

鉄軌道を
導入

しない場合
（Without）

鉄軌道 〇ネットワーク
那覇～浦添～宜野湾～北谷～沖縄～うるま～
恩納～名護を結ぶルート
※那覇～宜野湾については、国道58号ケース、
国道330号ケースの2ケースを設定

○運賃
ゆいレール（沖縄都市モノレール）と同等の運賃体
系を仮に設定
（R1.12月時点）

○運行本数
都市部：ピーク10本/h、オフピーク6本/h
郊外部：ピーク3本/h、オフピーク2本/h
※他事例を参考に仮に設定

○所要時間
既存事例から駅間距離に対応した表定速度を設定
し、所要時間を算出

設定しない 〇ネットワーク：R1検討と同じ

○運賃
R1検討と同じ（H28.2月時点）

○運行本数：R1検討と同じ

○所要時間：R1検討と同じ

ゆい
レール

○ネットワーク：那覇空港～てだこ浦西駅間

○運賃：現状と同等（R1.12月時点）

○運行本数：現状と同等（R1.12月時点）
（ピーク:11本/h、オフピーク:7本/h）

○所要時間：現状と同等

同左 ○ネットワーク：R1検討と同じ

○運賃：R1検討と同じ
（H28.2月時点）

○運行本数：R1検討と同じ
（H28.2月時点）

○所要時間：R1検討と同じ 6



前提条件

R1年度検討

構想段階検討(H26～29)鉄軌道を導入した場合
（With）

鉄軌道を
導入

しない場合
（Without）

バス ○ネットワーク
構想段階において検討したフィーダー交通ネット
ワークの考え方（鉄軌道との接続等）を基本に、現
状（R1.12月時点）のバスネットワークを鑑みなが
ら設定

○運賃：現状と同等（R1.12月時点）

○運行本数：現状と同等（R1.12月時点）

○所要時間：時刻表を基に設定（R1.12月）
・なお、県の基幹バス構想に基づき、那覇～伊佐～
コザ間については、専用レーン・優先レーンを
走行するものとして設定

現況のバス路線
＋基幹バスを設
定
（フィーダーバ
ス路線は設定し
ない）

○R1検討と同じ（H28.2月時点）

道路ネッ
トワーク

〇道路の将来ネットワーク
国道・県道等における将来の道路の将来計画を踏ま
え設定
（H42フルネット）

同左 ○R1検討と同じ
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①沖縄本島の将来人口の設定
• 国立社会保障・人口問題研究所による推計

②駐留軍用地跡地の将来人口の設定

• 中南部都市圏駐留軍用地跡地利用
広域構想および那覇新都心の人口
原単位から推計

③将来開発計画による増加人口の設定

• 市町村の開発計画に基づく

④開発のない地域の人口の設定

• ②および③で設定した人口を①で
設定した本島人口から除き、市町
村は人口研の推計値、ゾーンは現
況の人口比率で按分

ゾーン(※)別将来人口設定

• ゾーン別に④の人口を設定
• ②と③で設定した人口をそれぞれ
計画のあるゾーンに加える

ゾーン別将来人口の設定方法

(※)：ここでいう「ゾーン」とは、夜間人口5千
人程度を目安とした大きさを持つ、都
市計画・交通計画の最小単位になる
地区をいう。
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2-2 将来人口フレーム
2-2-1 設定方法の概要
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H27国勢調査に基づき推計された人口研のH30公表値をもとに設定。

平成42年（2030年）の沖縄本島の将来人口は135.4万人（県全体147万人）と推計されており、

構想段階検討に用いた予測値（H25人口研公表値）の5％増となっている。

沖縄本島の将来人口（Ｈ４２）
１３５．４万人
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2-2-2 沖縄本島の将来人口の設定

※注：2020年の実績人口1,335千人は、2020年の住民基本台帳人口を国勢調査ベースに換算したものである

沖縄本島の人口予測



H25予測 H30予測 全年齢 0～4歳 5～14歳 15～24歳 25～64歳 65歳～ 全年齢 0～4歳 5～14歳 15～24歳 25～64歳 65歳～

中南部計 1,171,000 1,231,311 60,311 8,690 20,779 2,226 18,161 10,455 105% 116% 118% 102% 103% 103%
那覇市 305,650 315,673 10,023 1,375 3,341 -617 6,066 -142 103% 111% 112% 98% 104% 100%
宜野湾市 93,886 102,854 8,968 1,067 2,077 1,168 4,282 374 110% 124% 123% 111% 109% 102%
浦添市 116,770 119,459 2,689 502 1,318 -273 627 515 102% 109% 111% 98% 101% 102%
糸満市 59,240 59,092 ▲ 148 446 853 -561 -1,439 553 100% 115% 114% 91% 95% 104%
沖縄市 133,893 149,900 16,007 1,557 3,359 1,552 5,039 4,500 112% 124% 126% 111% 107% 114%
豊見城市 67,886 68,366 480 460 712 -788 -78 174 101% 112% 109% 90% 100% 101%
うるま市 120,250 120,993 743 183 1,380 -218 -1,798 1,196 101% 103% 112% 98% 97% 104%
南城市 37,909 45,153 7,244 718 2,025 810 2,522 1,169 119% 148% 159% 122% 115% 109%
読谷村 38,430 40,907 2,477 379 1,195 163 218 522 106% 122% 133% 104% 101% 105%
嘉手納町 13,426 12,962 ▲ 464 58 208 -82 -547 -101 97% 110% 116% 94% 91% 97%
北谷町 27,363 29,966 2,603 313 831 269 828 362 110% 127% 134% 110% 106% 105%
北中城村 15,696 16,415 719 135 399 113 413 -341 105% 121% 130% 108% 106% 93%
中城村 18,918 23,444 4,526 416 975 705 1,907 523 124% 150% 155% 133% 121% 111%
西原町 36,494 32,663 ▲ 3,831 -287 -359 -321 -2,996 132 90% 83% 90% 92% 83% 101%
与那原町 17,060 19,640 2,580 282 507 134 1,212 445 115% 131% 128% 107% 115% 110%
南風原町 38,983 41,645 2,662 546 932 -198 1,377 5 107% 125% 121% 96% 107% 100%
八重瀬町 29,146 32,179 3,033 540 1,026 370 528 569 110% 138% 135% 112% 104% 107%

北部計 116,295 122,279 5,984 893 2,321 1,077 323 1,370 105% 117% 122% 109% 101% 104%
名護市 60,244 63,292 3,048 519 1,095 887 208 339 105% 118% 119% 114% 101% 102%
国頭村 4,111 3,932 ▲ 179 -19 25 -58 -209 82 96% 87% 108% 82% 87% 105%
大宜味村 2,529 2,640 111 10 31 34 -5 41 104% 114% 120% 121% 99% 104%
東村 1,458 1,461 3 0 19 -26 -26 36 100% 100% 117% 76% 96% 106%
今帰仁村 8,301 9,346 1,045 79 247 27 340 352 113% 125% 134% 104% 110% 111%
本部町 11,951 12,311 360 109 306 27 -326 244 103% 125% 132% 103% 94% 105%
恩納村 10,463 11,651 1,188 53 198 195 611 131 111% 113% 122% 119% 112% 104%
宜野座村 5,777 6,210 433 57 179 -2 7 192 107% 117% 126% 100% 100% 113%
金武町 11,461 11,436 ▲ 25 85 221 -7 -277 -47 100% 115% 119% 99% 95% 99%

本島計 1,287,295 1,353,590 66,295 9,583 23,100 3,303 18,484 11,825 105% 116% 119% 102% 103% 104%

H25予測⇒H30予測の変化率H25予測⇒H30予測の変化量予測値
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参考：H25とH30人口研公表値の比較（市町村・年齢別推計人口）



交通流動に影響を及ぼす可能性のある比較的規模の大きい下記の開発計画を検討に反映。

No 開発プロジェクト名 市町村名

1 きんゆうIT国際みらい都市 名護市
2 ギンバル訓練場跡地 金武町
3 沖縄科学技術大学院大学 恩納村
4 安慶名地区 うるま市
5 大木地区 読谷村
6 大湾東地区 読谷村
7 アワセゴルフ場地区 北中城村
8 東部海浜開発 沖縄市
9 桑江伊平地区 北谷村
10 宇地泊第二地区 宜野湾市
11 佐真下第二地区 宜野湾市
12 南上原地区 中城村
13 西原西地区 西原町
14 てだこ浦西駅周辺地区 浦添市
15 浦添南第一地区 浦添市
16 浦添南第二地区 浦添市
17 浦添前田駅周辺土地区画整理事業 浦添市
18 真嘉比古島第二 那覇市
19 農連市場地区 那覇市
20 モノレール旭橋駅周辺地区 那覇市
21 アクロスプラザ古島駅前 那覇市
22 マリンタウン地区 西原町・与那原町
23 佐敷馬天土地区 南城市
24 津嘉山北地区 南風原町
25 宜保土地区 豊見城市
26 与根地区 豊見城市
27 豊崎地先開発事業 豊見城市
28 武富地区 糸満市
29 糸満南地区 糸満市
30 潮崎地区 糸満市
31 伊覇地区 八重瀬町
32 屋宜原地区 八重瀬町
33 陸軍貯油施設第一桑江ﾀﾝｸﾌｧｰﾑ跡地 北谷町
34 キャンプ桑江南側地区跡地 北谷町
35 キャンプ瑞慶覧跡地 北中城村
36 普天間飛行場跡地 宜野湾市
37 牧港補給地区跡地 浦添市
38 那覇港湾施設 那覇市

No 開発プロジェクト名 市町村名

集客施設①   （仮称）ＯＫＲプロジェクト開発計画（ギンバル訓練場跡地） 金武町
集客施設② イオンモールライカム沖縄 北中城村
集客施設③ 大型MICE施設 西原町・与那原町
集客施設④ 西海岸開発第一ステージ 浦添市
集客施設⑤ 北部テーマパーク 今帰仁村

赤字：構想段階検討からの追加計画
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2-2-3 開発計画



開発プロジェクト 開発人口及び集客施設の発生集中量の設定方法

開発計画 駐留軍用地跡地 ・「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想」の土地利用区分面積に那覇新都心の
原単位を乗じて夜間及び従業人口を設定

【夜間人口】
那覇新都心の夜間人口原単位（人/ha）×住宅地面積（ha）

【従業人口】
那覇新都心の第3次従業人口原単位（人/ha）×商業・業務地面積（ha）

その他開発計画 ・市町村の計画値を設定

集客施設 【県外客】
・各施設の年間県外集客数見込みを365日で除して、県外客の1日あたりの発生集中量の
増分を設定。

・なお、県外客の総トリップ数は、集客施設の有無によらず変わらないものとする。
【県内客】
・県民の集客が想定される施設については、通常の開発計画と同様に昼間人口から
私事・業務トリップの発生集中量を予測する

将来人口は、夜間人口５千人程度を目安とした都市計画・交通計画の最小単位となるゾーン別に設定。

ゾーン別の将来人口は、人口研の公表値から下記の考えに基づき設定した将来の開発計画分を除いた人
口を各小ゾーンに按分した上で、開発人口を該当小ゾーンに加え設定。

本検討では、年間を通じた便益を算出することから、集客施設については、ピーク時ではなく、年間の
１日平均の利用者数をもとに発生集中量を予測した。
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2-2-4 開発計画を踏まえたゾーン別将来人口の設定



現況（H22/2010） 将来（H42/2030）
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2-2-5 ゾーン別人口密度①【夜間人口】



現況（H22/2010） 将来（H42/2030）
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2-2-5 ゾーン別人口密度②【従業人口】



入域観光客数については、平成30年度までの過去のトレンドを考慮し、1400万人（10年及び20年間トレ
ンド平均）と1350万人（20年間トレンド）を設定し、検討を実施。

併せて、沖縄観光推進ロードマップで2021年度（R3年度）の目標値として示されている1200万人を想定
したケースについても参考として試算を行った。

ただし、外国人海路客は滞在時間が短いことから、需要予測及び便益について、日本人と外国人の空路
客のみの値を反映し試算を行っている。

図 沖縄県の入域観光客数の推計

14,000（11,900）
13,500（11,600）
12,000(10,000)

(千人/年)
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2-3 将来の入域観光客数
2-3-1 入域観光客数の設定

（ ）は、需要予測等に反映した観光客数
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2-3-2 入域観光客数の内訳



将来観光需要の配分は、夜間人口５千人程度を目安とした都市計画・交通計画の最小単位となるゾーン
別に設定。

ゾーン別の将来観光需要は、沖縄本島の入域観光客数より算定される生成交通量から、下記の考えに基
づき設定した将来の開発計画分を除いた交通量を各小ゾーンに按分した上で、開発増分を該当小ゾーン
に加え設定。

本検討では、年間を通じた便益を算出することから、集客施設については、ピーク時ではなく、年間の
１日平均の利用者数をもとに発生集中量を予測した。

県外来訪者の将来生成交通量 － 各開発プロジェクト１日あたり来訪者数の合計

①将来生成交通量から開発プロジェクトの来訪者数想定を除く

②現況分布パターンにより将来分布交通量（開発を除く）を推計

③市町村の現況分布パターンで各開発プロジェクトの分布交通量を推計

④開発による増分を加える

② ＋ ③ ＝ 小ゾーンi→jの将来分布交通量（開発を含む）

小ゾーンi→jの将来分布交通量（開発を除く）

小ゾーンi→jの将来分布交通量（開発による増分）
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2-3-3 将来観光需要の配分



本来、運賃は、運行事業者が開業段階時点における様々な条件等を踏まえて収支を試算した上で決定す

るものであり、開業直前にならないと決定しない。

このため、本検討では、現在本県で運行されているゆいレールの運賃体系を仮に設定した。

資料：MYLINE東京時刻表、JTB時刻表
※東武鉄道は東京圏大手私鉄の代表的な運賃体系として参考のため掲載

鉄道事業者の運賃体系

ゆいレール

つくばエクスプレス
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2-4 鉄軌道ネットワーク
2-4-1 鉄軌道の運賃設定



運行本数

都市部 ： ゆいレールの現状と同等
郊外部 ： 都市部の1/3

※駅は、経由市町村に1箇所（拠点駅）設置するものとし、拠点駅間距離が長い区間については、既存事例を参考に市街
地が連担する地域については、2～3kmに1箇所程度、郊外部では5～7kmに1箇所程度設定
※速達性の観点から快速列車を設定するものとし、各市町村で人口密度が最も高い地区の駅を快速停車駅として設定

都市部 郊外部

ﾋﾟｰｸ時 10本/h（うち、快速3本/h） 3本/h（うち、快速1本/h）

ｵﾌﾋﾟｰｸ時 6本/h（うち、快速2本/h） 2本/h（うち、快速1本/h）

ピーク時 オフピーク時

路線 都市部(本/時) 郊外部(本/時)
郊外部／都市

部
都市部(本/時) 郊外部(本/時)

郊外部／都市
部

京王線 （笹塚－京王八王子） 26 7 1/4程度 21 6 1/3程度

小田急小田原
線

（代々木上原－小田
原）

25～28 12 1/2程度 17～18 9 1/2程度

東武伊勢崎線
（北千住－東武動物公
園）

34～36 8 1/4程度 12～15 4 1/4程度

東武東上線 （池袋－小川町） 22～29 4 1/6程度 14～16 2 1/8程度

西武池袋線 （池袋－飯能） 33 4 1/8程度 18 2 1/9程度

西武新宿線 （西武新宿－新所沢） 14～16 6 1/3程度 12 6 1/2程度

つくばｴｸｽﾌﾟﾚｽ（秋葉原－つくば） 19～21 9 1/2程度 10 6 1/2程度

平均 概ね1/3程度 概ね1/3程度

(0.30) (0.35)

〇都市部と郊外部を結ぶ鉄道路線の1時間あたり運行本数の事例

資料：MYLINE東京時刻表

都市部については、ゆいレールの現状と同等の、ピーク時10本/h、オフピーク時6本/hとする。

郊外部については、既存路線の事例をもとに、概ね都市部の運行本数の1/3程度とする。
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2-4-2 運行本数の設定



鉄軌道の1日あたりの利用者数は、構想段階検討と比較して、330号ケースで県民が3.2千人増、県外が
0.5～2.2千人増。

今回見直した人口フレームと比較すると、県民の利用者数は、沖縄本島の将来人口5％増に対し4.6％増、
県外利用者数は、県入域観光客数20～40％増に対し、7.6～33％増となっている。

20

３ 需要予測結果
3-1 鉄軌道利用者数

※那覇市～宜野湾市は、国道58号ケースと国道330号ケースがある。
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県民については、沖縄本島の将来人口が5％増加したこと等により、構想段階検討と比較して発生交通量

が増加している。

県外については、将来の観光入込客数増加に伴い、発生交通量が増加している。

21

363.1

74.2

710.8

221.4

390.6

84.1

727.8

235.2

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

700.0

800.0

通勤 通学 私事 業務

構想段階検討 R1検討

(千人/日)

99.6

20.1

117.8

42.0

120.3

35.7

109.4

26.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

日本人 外国人(空路)

構想段階検討 R1検討
(1400万人)

R1検討
(1350万人)

R1検討
(1200万人)<参考>

(千人/日)

3-2 予測結果の検証
3-2-1 発生交通量

＜県民＞ ＜県外＞



22

各地域の人口密度に応じた発生交通量がみられる。

【通勤】 【通学】

3-2-2 目的別発生交通量（通勤・通学）
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3-2-2 目的別発生交通量（私事・業務）

私事については、各地域の人口密度に応じた発生交通量がみられる。

業務については、事業所等が集積する那覇市周辺で発生交通量が多く見られる

【私事】 【業務】



※観光客1,350万人ケースの結果を基に作成 24

3-2-2 目的別発生交通量（観光）

那覇周辺に加えて、北部地域や中部西海岸等の有名な観光地域での発生交通量がみられる。



那覇市 他南部 中部 北部 計

那覇市 311.9 137.0 64.7 3.2 516.7
他南部 137.9 397.2 116.0 5.3 656.3
中部 65.5 117.5 729.2 20.4 932.7
北部 3.0 5.4 19.3 112.9 140.7
計 518.3 657.1 929.3 141.7 2,246.5

＜R1検討＞

＜構想段階検討＞

＜差分（R1検討－構想段階検討）＞

那覇市 他南部 中部 北部 計

那覇市 322.8 143.6 67.2 3.3 536.9
他南部 144.2 423.1 122.4 5.6 695.2
中部 68.2 124.4 762.2 21.9 976.7
北部 3.1 5.7 20.7 122.0 151.6
計 538.3 696.8 972.5 152.8 2,360.4

那覇市 他南部 中部 北部 計

那覇市 10.9 6.6 2.5 0.2 20.2

他南部 6.3 25.9 6.3 0.3 38.8

中部 2.7 6.9 33.0 1.5 44.0

北部 0.1 0.3 1.4 9.1 10.9

計 20.0 39.7 43.2 11.1 114.0

（千人/日）

（千人/日）

（千人/日）

県民の分布交通量は構想段階と同様の傾向であり、将来人口の増加に伴い、那覇市、他南部、中部、北部

のいずれの地域おいても分布交通量が増加している。
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3-2-3 分布交通量（県民）



那覇市 他南部 中部 北部 計

那覇市 7.4 1.5 1.1 2.6 12.6

他南部 1.3 1.0 0.4 0.4 3.1

中部 1.2 0.3 1.7 1.0 4.3

北部 2.6 0.3 1.2 12.2 16.3

計 12.6 3.1 4.5 16.1 36.3

那覇市 他南部 中部 北部 計

那覇市 44.4 7.4 5.7 10.5 67.9

他南部 6.7 6.0 1.7 1.9 16.2

中部 5.9 1.3 8.3 4.5 20.0

北部 9.9 2.2 4.8 35.0 51.9

計 66.8 16.9 20.5 51.9 156.0

＜R1検討＞

＜構想段階検討＞

＜差分（R1検討－構想段階検討）＞（千人/日）

（千人/日）

（千人/日）

那覇市 他南部 中部 北部 計

那覇市 37.0 5.9 4.6 7.9 55.3

他南部 5.3 5.0 1.2 1.5 13.1

中部 4.6 1.0 6.6 3.5 15.7

北部 7.3 1.9 3.6 22.8 35.6

計 54.2 13.8 16.0 35.7 119.7

観光客についても、構想段階と同様の傾向であり、フレーム更新に伴い、那覇市、他南部、中部、北部の

いずれの地域においても分布交通量が増加している。
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3-2-3 分布交通量（入域観光客：1350万人ケース）



北部全体

〇R１検討（観光客1,350万人ケース） 〇構想段階検討

北部全体

※作図の便宜上、0.5万人／日未満は割愛

全目的
分布交通量
（万人／日）

0.5～
1.0～

2.0～
5.0～
10.0～

※作図の便宜上、0.5万人／日未満は割愛

全目的
分布交通量
（万人／日）

0.5～
1.0～

2.0～
5.0～
10.0～
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3-2-4 分布交通量（全目的）



〇断面交通量（全目的） 〇鉄軌道断面交通量（全目的）
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3-2-5 断面交通量

中部・北部断面交通量
9.4万人／日

那覇・中部断面交通量
29.0万人／日

那覇内々交通量
36.7万人／日

南部内々交通量
27.1万人／日

中部内々交通量
101.5万人／日

北部内々交通量
15.7万人／日

南部・中部断面交通量
17.2万人／日

那覇・南部断面交通量
18.5万人／日

中部・北部断面交通量
0.5万人／日

那覇・中部断面交通量
3.4万人／日

那覇内々交通量
0.6万人／日

中部内々交通量
4.0万人／日

北部内々交通量
0.1万人／日

※観光客1,350万人ケースの予測結果を示す。



県民の鉄道利用率は、構想段階と比較してほとんど変化していない。

観光客の鉄道利用率についても、1350万人、1200万人ケースでは、やや低下しているものの、構想段階と

比較して概ね同じ。

＜県民＞ ＜観光客＞
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3-2-6 鉄軌道利用率
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※徒歩・二輪利用者を除いた交通量に占める鉄道利用者数の割合である。
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県民の鉄軌道利用者が7.3万人/日、観光客の鉄軌道利用者が0.7～0.9万人/日となっている。

本検討の需要予測値について、沖縄本島と人口規模が同程度である、新潟都市圏、静岡中部都市圏、岡山県南

広域都市圏、広島都市圏と比較した結果、鉄道・モノレールの機関分担率は、これら都市圏と同程度の水準である

ことが確認された。(次頁参照)

3-2-7 交通機関分担
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都市圏 パーソン
トリップ
調査年

都市圏
人口
（万人）

トリップ数
（万ﾄﾘｯﾌﾟ
／日）

徒歩・二輪
分担率（%)

自動車
分担率（%)

バス・
路面電車
分担率（%)

鉄道・
モノレール
分担率（%)

沖縄本島（本検討） － 135 316 21.5 71.8 3.1 3.6 (鉄道2.4,モノ1.2)

沖縄中南部（第3回PT) H18 111 265 26.7 68.7 3.4 1.0

道央都市圏 H18 246 585 27.3 55.6 3.4 13.7

仙台都市圏 H14 155 355 33.4 53.4 4.2 8.9

新潟都市圏 H14 107 534 25.0 69.6 2.6 2.8

静岡中部都市圏 H13 110 303 38.2 55.1 1.9 4.8

金沢都市圏 H19 65 157 26.3 67.2 4.6 1.8

中京（岐阜市）都市圏 H13 42 127 26.3 63.8 2.8 7.1

岡山県南広域都市圏 H6 131 312 37.6 56.4 2.1 3.8

広島都市圏 S62 150 396 47.5 38.8 9.8 3.7

松山都市圏 H18 63 154 42.1 52.9 2.8 2.0

北部九州都市圏 H17 504 1125 28.1 57.9 4.4 8.4

長崎都市圏 H8 72 168 36.0 48.9 12.6 1.9

熊本都市圏 H9 98 227 34.7 59.3 4.8 1.1

鹿児島都市圏 H2 61 148 38.7 51.7 8.1 1.3

資料：平成24年版都市交通年報

※本検討の機関分担率は、330号ケースによる。
※四捨五入により、合計が100%にならないことがある。



※観光客1,350万人ケースの結果を基に作成 32

「中南部都市圏」や「西海岸エリア・北部地域といった観光地」での鉄軌道利用者を確認。

利用者数の多い地域に着目すると、鉄軌道沿線における、発生交通量の多い人口集積地域や経由市区町

村で多くなっており、合理的な推計結果が得られたと考えられる。

3-2-8 鉄軌道利用者発地分布
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3-2-9 需要予測結果のまとめ

目的別発生交通量については、構想段階と比較して、将来人口及び入域観光客数が増えたことにより、増加し
ている。なお、分布図をみると、県民は、各地域の人口密度に応じた量の発生集中がみられ、県外客は、有名な
観光地での発生集中がみられる。

分布パターンについては、県民、県外客ともに、構想段階とほぼ同じ傾向である。

鉄軌道利用者発地分布についても、鉄軌道ルートに沿った発地分布がみられる。

鉄軌道の機関分担率は、構想段階と比較してほとんど同じである。このため、鉄軌道利用者数の差は、人口お
よび観光客数の増加によるものと確認できる。

本検討の需要予測値について、沖縄本島と人口規模が同程度である、新潟都市圏、静岡中部都市圏、岡山県
南広域都市圏、広島都市圏と比較した結果、鉄道・モノレールの機関分担率は、これら都市圏と同程度の水準
であった。


